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エグゼクティブサマリー



ハイライト
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＊介護施設事業収入単価にはメディカルも含む

連結売上高

FY26.3 累積

16,408 百万円

対前年同期比 +15.6%

連結営業利益

FY26.3 累積

445 百万円

対前年同期比 +99.4%

売上高販管費率

8.3 % 

施設稼働率

有料老人ホーム (介護) 88.6 %

グループホーム (介護) 92.6 %

グループホーム (障がい) 84.7 %

施設事業収入単価（月平均）

介護 369,452 円/人

障がい 346,596 円/人

売上高人件費率

3Q 51.1 %

＊介護施設事業収入単価にはメディカルも含む



中期経営計画KPIの達成状況
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売上高増加率

10%

成長性

営業利益率

8.0%

収益性

自己資本比率

20%

安定性

13.0%

27,466 百万円

7.2％

1,978 百万円 29.3%

EBITDA
2,000 百万円

収益性

中期経営計画*

KPI

13.1%

24,307 百万円

4.2%

1,084 百万円 22.5%1,530 百万円

3Q
FY26.3

FY27.3

FY28.3 2,412 百万円

11.9%

21,495 百万円

2.5%

547 百万円 17.7%999 百万円FY26.3

16,408 百万円

2.7%

445 百万円 17.8%783 百万円

中期経営計画2027(2025年5月15日開示）

中期経営計画2027(2025年5月15日開示）

進捗率 81.3
%

76.3
%

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08887/0a96dbea/6043/4602/992f/7f291398d16c/140120250515554600.pdf
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https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08887/0a96dbea/6043/4602/992f/7f291398d16c/140120250515554600.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08887/0a96dbea/6043/4602/992f/7f291398d16c/140120250515554600.pdf
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https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08887/0a96dbea/6043/4602/992f/7f291398d16c/140120250515554600.pdf


エグゼクティブサマリー

✓ 売上高は過去最高を更新。対計画 76.3% で進捗中。 開設計画は予定通りに進み、価格転嫁・
加算報酬により収入単価も向上したことから、 今期計画は達成の見込み P. 10

✓ 第3四半期累積の経常利益は93.0% 、当期純利益も 86.4% に到達した。累積営業利益は 対計画

81.3% で進捗。 前四半期を上回ることはできなかった が、 今期計画は達成の見込み P. 10

✓ 稼動率は、介護・障がいともに上昇 。特に障がい者グループホーム事業においては 79.9％
から 84.7% に改善（  +4.8% ） P. 19-20

✓ 売上高人件費率は横ばい。先行採用に関わる人件費の増加等が要因であり、今後稼働率が上が
ることによって低下の見込み P. 24

✓ M&Aは、今後は小規模のみならず 中規模事業も注力する方針。現時点で増資等は検討してい
ない P. 33

✓ 初の配当実施を決定、来期以降の優待の実施についても検討を進めている P. 34
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2026年3月期第3四半期
連結決算業績



連結貸借対照表の概況
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✓ 利益の積み上げにより、自己資本比率は改善し、経営安定化に向けて計画通りに向上

FY25.3  期末
実績

FY26.3 3Q
実績

FY26.3 通期
予想

前期末増減

流動資産 3,868 4,305 4,339 436

(現預金) 1,592 1,775 1,169 183

固定資産 8,246 8,754 8,726 508

(土地・建物等 ) 4,611 4,937 4,817 325

資産合計 12,115 13,059 13,065 944

流動負債 2,696 3,313 3,263 616

固定負債 7,366 7,390 7,455 23

負債合計 10,063 10,703 10,718 640

純資産 2,052 2,335 2,346 303

負債純資産合計 12,115 13,059 13,065 944

自己資本比率 16.7% 17.8% 17.7% 1.0%

借入金等（長短借入金） 5,953 5,877 5,895 △76

(単位：百万円 )

FY26.3 3Q  連結決算業績



連結貸借対照表の四半期推移（ FY25.3 – FY26.3)
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FY25.3 FY26.3

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

流動資産 3,392 3,178 3,522 3,868 3,686 3,852 4,305

（現預金） 1,375 1,022 1,275 1,592 1,249 1,409 1,775

固定資産 8,083 8,023 8,147 8,246 8,787 8,744 8,754

（土地建物等） 4,596 4,579 4,662 4,611 4,589 4,646 4,937

資産合計 11,475 11,202 11,669 12,115 12,473 12,596 13,059

流動負債 3,517 2,873 3,086 2,696 3,115 3,160 3,313

固定負債 6,241 6,564 6,756 7,366 7,213 7,186 7,390

負債合計 9,758 9,438 9,843 10,063 10,329 10,347 10,703

純資産 1,717 1,763 1,826 2,052 2,144 2,248 2,355

負債純資産合計 11,475 11,202 11,669 12,115 12,473 12,596 13,059

自己資本比率 15.0% 15.7% 15.6% 16.7% 17.0% 17.6% 17.8%

借入金等 5,125 5,356 5,523 5,953 5,766 5,710 5,877

FY26.3 3Q  連結決算業績

(単位：百万円 )



連結損益計算書の概況

10

✓ 売上高は過去最高を記録。  3Qに価格転嫁を行ったため、 4Qでは売上が伸長の見込み

✓ 人件費、業務委託費、仕入れの増加等により 、 対2Qでは更なる四半期営業利益の伸長とは
ならなかったが、 26年3月期通期の段階利益は計画を達成する見通し

FY25.3 累積
(４～ 12月）

FY26.3 3Q
実績

FY26.3  累積
(４～ 12月）

FY26.3 通期
予想

対予想進捗率

売上高 14,195 5,625 16,408 21,495 76.3%

営業利益 223 151 445 547 81.3%

% 1.6% 2.7% 2.7% 2.5%

経常利益 205 145 453 488 93.0%

% 1.4% 2.6% 2.8% 2.3%

税金等調整前当期純利益 205 145 455 488 93.3%

% 1.4% 2.6% 2.8% 2.3%

親会社株主に帰属する当期純利益 159 96 275 318 86.4%

% 1.1% 1.7% 1.7% 1.5%

FY26.3 3Q  連結決算業績

(単位：百万円 )



連結損益計算書の四半期推移（ FY25.3 – FY26.3)
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(単位：百万円 )

FY25.3 FY26.3

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

売上高 4,564 4,717 4,914 5,009 5,354 5,429 5,625

営業利益 42 71 110 118 116 177 151

% 0.9% 1.5% 2.2% 2.4％ 2.2% 3.3% 2.7%

経常利益 69 56 80 169 128 178 145

% 1.5% 1.2% 1.6% 3.4％ 2.4% 3.3% 2.6%

税金等調整前当期
純利益 65 60 80 152 128 181 145

% 1.4% 1.3% 1.6% 3.0％ 2.4% 3.3% 2.6%

親会社株主に帰属す
る当期純利益 47 55 57 206 89 89 96

% 1.0% 1.2% 1.2% 4.1％ 1.7% 1.7% 1.7%

FY26.3 3Q  連結決算業績

✓ 季節性としては、 3Qに向かって売上が伸び、 4Qは営業日が少ないために若干の落ち込み
が発生するという傾向があるが、助成金等の影響によりプラスのインパクトもあり得る



1,734 

5,679 
6,626 

7,729 
9,131 

11,625 
13,694 

16,928 
19,204 

営業利益 売上高

売上と営業利益、経常利益、税前利益、当期純利益の推移

12

（百万円）

■ 売上 ■ 営業利益

第6期
(FY17.3 )

第7期
(FY18.3 )

第8期
(FY19.3 )

第9期
(FY20.3 )

第10期
(FY21.3 )

第11期
(FY22.3 )

第12期
(FY23.3 )

第13期
(FY24.3 )

第14期
(FY25.3 )

第15期
(FY26.3 )

営業利益
0

(0.0%)
101

(1.8%)
327

(4.9%)
328

(4.3%)
220

(2.4%)
496

(4.3%)
-234

(-1.7%)

-81
(-0.5%)

341
(1.8%)

547
(2.5%)

経常利益
△12

(△0.7%)
145

(2.6%)
230

(3.5%)
234

(3.0%)
242

(2.7%)
581

(5.0%)
35

(0.3%)
197

(1.2%)
374

(1.9%)
488

(2.3%)

当期純利益
△20

(△1.2%)
76

(1.3%)
158

(2.4%)
104

(1.4%)
56

(0.6%)
407

(3.5%)
91

(0.7%)
189

(1.1%)
365

(1.9%)
318

(1.5%)

備考：第 6期以前は単体、第 7期からは連結
             第15期は業績予想値

計画 21,495
対前年 +11.9%

FY26.3 3Q  連結決算業績



売上原価の構造

✓ 3Qにおいては 1か所の新規事業所開設があった他、特定技能外国人を中心に新規採用が進んだため、
人件費が増加。今後人員が充足した事業所の稼働率向上により、売上高人件費率は抑えられる見込み

✓ 昨年度までの物価上昇は価格転嫁を完了したが、食材費を中心に物価上昇は続いているため、 2025年
10月から 2026年1月にかけて再値上げを実施

13

(百万円)

FY26.3 3Q  連結決算業績

1,105 1,176 1,186 1,224 1,322 1,378 1,569 1,610 1,688 1,726 1,750 1,767 1,993 2,096 2,182 2,295 2,395 2,419 2,495 2,481 2,798 2,755 2,875 
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売上原価

人件費 その他（人件費） 水光熱費 家賃 食費 消耗品 控除対象外消費税 その他 売上高人件費率
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全国電気料金単価の推移

高圧 低圧

電気料金単価の状況

14

✓ 当社保有施設では、低圧電力および高圧電力を併用

✓ 電力会社の切替により、 2026年1月以降削減を見込む

✓ 2026年1－3月期は政府補助金により抑制される見込み

出典：原子力安全推進協会

出典 電気・ガス取引監視等委員会

(円)

参考資料

政府補助金実施

FY26.3 3Q  連結決算業績
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販管費

人件費 その他（人件費） 控除対象外消費税 記念優待 その他 売上高販管費比率（控除対象外消費税調整）

販売費および一般管理費の構造

✓ FY25.3に完了した DXにより、売上高販管費率は低下傾向にある

✓ 今後においても販売管理費の抑制に注力し、施設数増加に比例するような販管費の増加はない見込み

15

(百万円)

控除対象外消費税を販管費計上に変更

FY26.3 3Q  連結決算業績

＊控除対象外消費税について：非課税売上の割合が多い会社では、課税仕入れ (費用)で支払った消費税が戻ってこないことがあるため、これを控除対象外消費税として支払う
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EBITDA

営業利益 連結調整のれん代 減価償却費（営業権償却含む） EBITDA Margin

EBITDAの四半期推移

16

(百万円)

✓ 利益の顕在化が進み、 EBITDAも上昇傾向にある

1-4Qの調整を行ったため、一時
的な落ち込みが発生

控除対象外消費税を販管費に計上することとしたため、
恒常的に圧迫（ FY25.3において 370百万円)

FY26.3 3Q  連結決算業績



計画達成の主要因の概況
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計画達成の主要因の概況

稼動率

人件費

収入単価



-80%
7%

80-90%
19%

90-95％
27%95-99%

5%

100%
42%

グループホーム

稼動率の状況｜介護事業

✓ 当社のビジネスモデルはボリュームゾーンの入居者を対象としており、各施設の損益分岐
点は70%程度を目標としている 。但し、稼働率が一定値を超えると利益が急速に伸長する
ため、稼働率の向上に引き続き注力をする。

✓ 有料老人ホームでは、 95% 以上稼動の事業所が2Qの39% から大幅に増加し 50% となり、
オープンから 1年以上を経過した施設の平均稼動率は 90% を超えている。

✓ グループホームについては、 3Qの新規事業所開設、冬季のご逝去増加により、一時的に平
均稼働率が95% を割り込んだが、稼働水準は今期中には回復する見通し。

19
(2025年12月31日現在)

平均

92.6%

計画達成の主要因の概況

-80%
23%

80-90%
8%

90-95％
19%

95-100%
50%

有料老人ホーム

平均

88.6%



-70%
19%

80-90%
5%

90-95％
9%95-100%

67%

グループホーム

-70%
46%

70-80%
27%

80-90%
18%

90-100％
9%

就労継続支援B型

稼動率の状況｜障がい者支援事業

✓ 就労継続支援B型については、 80% 以上稼動の事業所が増えた。標準収支としている 70% 稼動に満た
ない事業所の改善が今後進むことにより、更なる利益創出の可能性がある

✓ グループホームについては、人材不足により、開設が延期となる新規事業所 /低稼働率の事業所が多
発していたが、特定技能外国人の配置が進み稼働率が改善。半数以上の事業所が 95% 以上稼動に到
達し、平均稼働率も 2Q末の79.9% から大きく上昇

20
(2025年12月31日現在)

平均
84.7% 

平均
75.5%

計画達成の主要因の概況



低稼働事業所の改善状況

21

計画達成の主要因の概況

✓ 志村坂上は2025年12月の特定施設への転換に伴い、稼働率が大幅に改善

✓ 他の3施設も、改善傾向にあり、今期中には黒字化の見込み
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今後の営業利益における改善余地（四半期ベース）

新規開設施設

✓ 多くの事業所で収益の改善が進んだ一方、長期低迷となる事業所の改善が伸び悩み、現時点
の全事業では335百万円程度（四半期ベース）の営業利益の改善余地がある

✓ ライブラリ志村坂上は、 2025年12月の特定施設への転換に伴い、急激な改善が見込まれる

335百万円

※標準稼動時における営業利益との差分により算出

(百万円)

計画達成の主要因の概況
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計画達成の主要因の概況

稼動率

人件費

収入単価



38 56 91 100 88 88 78 72 112 116 132 
710 805 837 779 885 932 967 779 

1,028 1,077 1,115 

1,343 1,357 1,389 1,459 
1,544 1,566 1,587 

1,522 

1,805 1,712 1,786 38 38 40 41 
43 44 45 

44 

41 47 48 
57.3

47.7
41.6

33.8

45.9 47.7
41.6

33.8

45.9 42.8
47.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3

FY24.3 FY25.3 FY26.3

人件費・派遣 人件費・パート 人件費・常勤職員 人件費・その他（通勤費） 派遣人数（月平均）

✓ 1Q以降の派遣職員の増加の主因は、保育事業および障がい者支援事業での人員不足による

✓ 介護事業においては、 3Qにおいて新規開設に伴い一時的な派遣職員の増加があったものの、 12月末に
は定常レベルに戻っている

✓ 障がい者支援事業においては、特定技能外国人の入職により、派遣職員数は対 2Q末で -4.4名となった

✓ 保育事業においては、前期末の退職者増による職員不足を補うために 1Qで派遣職員数が増加し、 3Qで
は削減に至っていない

24

(人)

人件費と派遣職員の状況

(百万円)

計画達成の主要因の概況

一時的な退職増加に
より、派遣数が急増
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Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3

FY23.3 FY24.3 FY25.3 FY26.3

退職者数の推移

常勤社員 パート社員

退職者の状況

✓ 期末を除いては退職数は安定しつつあるが、引き続き離職防止に努める

25

退職者数
(人)

期末での
退職者増

期末での
退職者増

コロナ 5類移行
による退職者増

計画達成の主要因の概況



特定技能外国人採用の状況

✓ 積極的な特定技能外国人採用により、受入拡大を継続中。累計 226名となり、常勤社員の 13.0% となっ
た。介護においては、 16.3% を占めている

✓ 障がい者支援事業、フード事業における採用も開始

✓ 離職率9.5% と、日本人職員に比べ定着率が高く、受入初期費用は発生するものの、長期的には職員確
保として有効な手立てであり、引き続き特定技能外国人の採用を進めていく

26

(人)

※ 入社待ち総数は、 FY25.3より記載

計画達成の主要因の概況

0

50

100

150

200

250

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3

FY23.3 FY24.3 FY25.3 FY26.3

特定技能職員数の推移

入職 退職 入社待ち総数 在籍数
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計画達成の主要因の概況

人件費

稼動率

収入単価



介護収入単価の向上（メディカルサービスの強化）

28

✓ FY25.3での加算取得、また FY26.3以降の医療保険対応の訪問看護サービス（メディカル）提
供により収入単価を向上させていく

✓ FY25.3での加算取得は月平均で 2,500 円程度の上昇効果があった（総額 1.1億円）

✓ メディカルサービスの 提供は、現在 3事業所のみの展開のため貢献はまだ大きく見られない
が、全国での展開完了後には約 5万円程度の単価の上昇を見込んでいる

✓ 訪問看護提供による売上の増加のみならず、 病気の早期発見、入院の回避 など、 医療に特化
した訪問看護により在宅対応が可能 とすることで、退去を抑制する等の副次的効果も期待し
ている

計画達成の主要因の概況

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

FY24.3 FY25.3 FY26.3

収入単価の推移

介護 障がい

加算取得

メディカル対応



介護収入単価と収益率の上昇イメージ

29

収入単価
(千円）

ホスピス系

高級帯系

普及帯系

利益率(%)

A

B

C

D

E

✓ 医療対応の訪問看護サービスの導入により、介護収入単価・利益率がアップ予定

他社

当社

1,000500

5

10

15

25

20

計画達成の主要因の概況



今後の方針/ 施策
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今後の方針/ 施策

M&A

株主還元



M&Aの方針：自社開発と積極的な M&Aの両輪による拡大

32
第1期

(FY12.3 )

第2期
(FY13.3 )

第3期
(FY14.3 )

第4期
(FY15.3 )

第5期
(FY16.3 )

第6期
(FY17.3 )

第7期
(FY18.3 )

第8期
(FY19.3 )

第9期
(FY20.3 )

第10期
(FY21.3 )

第11期
(FY22.3 )

第12期
(FY23.3 )

第13期
(FY24.3 )

第14期
（ FY25.3 ）

第15期
(FY26.3)

ブルー・ケア (株)を取得

(株)BSプラット
フォーム設立

(有)ID・アーマンを取得

「こまち」を取得

「花こまち」を取得

(株)シルバーハイツ
札幌を取得

(株)アイケアパート
ナーズ東京を取得

(株)Good･Better･
bestを取得

(株)ライフミクス
を取得

「ウェルライフガー
デン取手」を取得

(株)OSプラット
フォーム設立

(株)ケアプロダクツを取得

「はな北 13条通」を取得

「はな北郷」を取得

「ウェルライフヴィラ柏」
を取得

(株)リビングプラットフォーム
東北設立

創業

■ 株式譲渡
■ 事業譲渡
■ 新設

(有)アートアシストの
船橋施設を取得

(有)トゥルース
を取得

(株)橙果舎
を取得

(有)シニアケアの
塚口Ⅰ・ Ⅱ施設を取得

(株)エコの
福島7施設を取得

(株)テルウェル東日本の
1施設を取得

(株)IMAGINE保育園
を取得

(株)アルプスの杜
を取得

「グローバルケア
ホーム」を取得

(株)ﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘの
1施設を取得

(株)ﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘﾘの
1施設を取得

(株)エコの
福島7施設を取得

✓ 1-2Qでは小規模のM&Aを実施

✓ 今後は小規模のみならず中規模事業も注力する方針。現時点で増資等は検討していない

今後の方針/ 施策
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今後の方針/ 施策

M&A

株主還元



株主還元についての考え方

34

上場後初の配当を決定。今後も成長投資と株主還元を両立。

今後の方針/ 施策

配当

背景

• 運営体制およびバックオフィスが安定し、構造的な利益体質が定着
• 2026年3月期は、売上高・営業利益・経常利益ともに計画達成の見込みであ
り、来期以降も堅調な利益拡大を予定

• 上記を踏まえ、成長投資を実行しつつも株主の皆様に対する利益還元の開始が
可能と判断

• 安定的かつ継続的な配当を基本方針とし、事業の成長及び収益の向上に応じ
て、配当金額の増額を含む株主還元の充実を図ってまいります

2025 年3月期

1株当たり配当金
配当実績

   
   円

2026 年3月期

1株当たり配当金
配当予想

   
   円

0 5

優待

2026 年3月期
  

デジタルギフト

円相当

※総額 約23百万円

2027 年3月期
  

同等の実施を検討中5,000



各事業の状況



36

52

11 21

全国に
158施設を
展開

3

※2025年12月31日現在

介護

有料老人ホーム等 47(0)
グループホーム 57(+1)

障がい者支援

就労継続支援B型 12(0)
グループホーム 25(0)

保育

認可 15(0)
企業主導 1(0)
認可外 1(0)

2025年12月末総施設数
（カッコ内は 3Q増加数）

FY26.3 開設実績（ M&A含む）

5

1

32

1 8

20

91

1

各事業の状況



Q3/ FY25.3 Q3/ FY26.3

売上高
（百万円）

構成比率

13,717 
15,745 

1,137 

1,523 1,692 

1,784 
115 

150 

事業領域別 売上の推移

37

■ 介護 ■ 障がい者支援 ■ 保育 ■ その他

各事業の状況

82.2%

7.9%

9.3%

0.7%

81.5%

8.5%

9.3%

0.7%



事業所数・定員数・稼働率の推移

✓ 運営体制が整い、稼働率は徐々に改善しつつある

38

介護：有料老人ホーム等

37 41 44 45 47 47

2,779 3,137 3,339 3,404 3,500 3,510 

86.3 86.3 87.4 87.9 88.6 88.6 

82 80.5
84.3 85.3 85.7

90.2
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0
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100
定員数 稼働率（開設 1年以上） 稼働率

定員数
（名）

事業所数

定員数・
稼働率※

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

第14期
(FY25.3)

第15期
(FY26.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

稼働率
(%)

今期計画(46)

今期計画(3,339)

※稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入居者数の総和

各事業所の定員数の総和

各事業の状況



事業所数・定員数・稼働率の推移

✓ 今期の新規開設は抑えたため、確実に稼働率は向上中

39

事業所数

定員数・

稼働率※

35 47 49 56 56 57

稼働率
(%)

定員数
（名）

介護：グループホーム

今期計画(59)

今期計画(1205)

※稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入居者数の総和

各事業所の定員数の総和

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

第14期
(FY25.3)

第15期
(FY26.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

711 934 998 1,124 1,124 1,151 

91.4 95.1 94.7 94.7 96 95.2 

86.6 94.1
94.6 94.8 95.1 92.6

0

500

1,000

0

20

40

60

80

100
定員数 稼働率（開設 1年以上） 稼働率

各事業の状況



190 190 210 230 230 220 

66.9 70.5 
72.4 

73.5 

74.4 

74.4 

66.9 70.5 
72.5 

69.0 
70.5 

75.5 
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100

定員数 稼働率（開設 1年以上） 稼働率

事業所数・定員数・稼働率の推移

✓ 業界全体を通して需要は伸びており、また工賃上限の改定により新規開設を再開

40

障がい者支援：就労継続支援B型

事業所数

定員数・

稼働率※

稼働率
(%)

定員数
（名）

10 10 11 12 12 12

今期計画(13)

今期計画(250)

※稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入居者数の総和

各事業所の定員数の総和

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

第14期
(FY25.3)

第15期
(FY26.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

各事業の状況



事業所数・定員数・稼働率の推移

✓ 特定技能外国人の入国により、職員配置が大幅に改善した結果、稼働率は大きく向上

41

事業所数

定員数・

稼働率※

稼働率
(%)

定員数
（名）

14 20 24 25 25 25

260 375 455 476 476 476 

90.5
90.2 86.8 84

89.9
86.2

77.3 75.5 
75.2 72.3 

79.0 84.7 
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100

定員数 稼働率（開設 1年以上） 稼働率

障がい者支援：グループホーム

今期計画(26)

今期計画(555)

※稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入居者数の総和

各事業所の定員数の総和

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

第14期
(FY25.3)

第15期
(FY26.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

各事業の状況



障がい者支援事業の状況

42

✓ 運営体制の整備に時間を要しており業績が伸び悩んだが、前期は通期として黒字化した。しかし、新
規開設により、再び利益を圧迫している

✓ 遅れていた特定技能外国人の一部は入国手続きが進み、入職。これにより未開設の事業所の開設およ
び既存事業所の稼働率は向上し、再び利益を創出していく見込み

✓ グループホームおよび居住サポート住宅は潜在需要が高く高利益率でもあるため、積極的な開発を続
けていく

(百万円)

各事業の状況
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売上 営業利益率



事業所数・定員数・稼働率の推移

✓ 4月に既存園（認可外）に小規模認可を新たに設置したことにより、 1事業所増加

43

保育：認可保育所

事業所数

定員数・

稼働率※

稼働率
(%)

定員数
（名）

12 13 14 15 15 15

906 956 950 989 989 989 

83.1 83.8
88.4

92.2 91.4 89.3

80.0 81.1

88.5

87.2
88.4 89.2

0

200

400

600

800

1,000

0

20

40

60

80

100

定員数 稼働率（開設1年以上） 稼働率

今期計画(15)

今期計画(989)

※稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入園児数の総和

各事業所の定員数の総和

※4Q以降は決定済みの開設予定数（  2024年2月1日現在）

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

第14期
(FY25.3)

第15期
(FY26.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

各事業の状況



2025年3月期・ 実績 2026年3月期・計画 2027年3月期・計画 2028年3月期・計画

棟数 定員数 棟数 定員数 棟数 定員数 棟数 定員数

介護
5 236 12 343 13 295 13 295

有料老人ホーム等 3 209 2 136 1 70 1 70

グループホーム 2 27 10 207 12 225 12 225

障がい
5 100 4 140 12 480 12 480

グループホーム 4 80 2 100 2 40 2 40

有料老人ホーム 5 220 5 220

居住系小計 4 80 2 100 7 260 7 260

就労継続支援B型 1 20 2 40 1 20 1 20

生活介護 4 200 4 200

通所系小計 1 20 2 40 5 220 5 220

保育
1 0 1 0 0 0 0 0

認可保育所 1 0 1 0 0 0 0 0

事業開発状況

44

✓今期は利益顕在化を優先し、開発数を抑制

✓障がい者支援事業では、就労継続支援 B型の報酬改定により事業拡大を再開。また来
期には新規事業となる有料老人ホームおよび生活介護事業所を開設

✓保育事業は新規開発の予定はなかったが、既存事業所の分割により 1事業所増加

各事業の状況



44 46 47 48
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開設棟数および定員数の見込み
認可保育所

生活介護

就労継続支援B型

障がい者有料老人ホーム

障がい者グループホーム

高齢者グループホーム

有料老人ホーム等

中期開設計画

45

✓ 介護事業は自社開設と M&Aを組み合わせつつ、 FY28.3までに +21.5% (vs FY25.3)の29棟/933名増加

✓ 障がい者支援事業については、 FY27.3以降新たな業態として有料老人ホームおよび生活介護を開始し、
事業全体としては FY28.3までに +168.0% (vs FY25.3)の30棟/1,120名増加

✓ 保育事業については新規開発を行わず、自社プログラムの改善と職員の満足度・質の向上に注力。買収金額
次第で、事業承継も検討

5,270 名

1,075 名

4,337 名
4,680 名

4,975 名

815 名

555 名

455 名

210 名

250 名

490 名

710 名

各事業の状況



FY25.3以降の開発実績・予定
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(2026年2月13日現在）

事業領域 事業所種類 施設名 所在地 開設予定時期 定員数(名) 備考

介護

有料老人ホーム ライブラリ世田谷深沢 東京都世田谷区 2025年4月 65 介護付き有料老人ホーム

有料老人ホーム ライブラリ下総中山 千葉県市川市 2025年8月 71 住宅型有料老人ホーム

グループホーム ライブラリ神戸舞子 神戸市垂水区 2025年11月 27 認知症対応型共同生活介護

グループホーム ライブラリ東浦和 さいたま市南区 2026年3月 27 認知症対応型共同生活介護

障がい者支援

日中活動事業所 サニースポット連坊 仙台市若林区 2025年4月 20 就労継続支援B型

グループホーム サニースポット淵野辺北 Ⅱ 相模原市中央区 2025年9月 20 共同生活援助

就労継続支援B型 サニースポット松戸新田 千葉県松戸市 2025年11月 10 就労継続支援B型

生活介護 サニースポット連坊 仙台市若林区 2025年11月 20 既存施設の多機能化

グループホーム サニースポット江戸川松島 東京都江戸川区 2026年3月 20 共同生活援助

グループホーム サニースポット東浦和 さいたま市南区 2026年3月 20 共同生活援助

各事業の状況
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会社概要
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会社名 株式会社 リビングプラットフォーム

役員
代表取締役
専務取締役
取締役（社外取締役）
取締役（社外取締役）
監査役（社外監査役）
監査役（社外監査役）
監査役（社外監査役）

金子 洋文
林隆祐
田中宏明（弁護士）
平尾喜昭
後藤充宏（公認会計士）
片倉秀次（弁護士）
角野里奈（公認会計士）

設立日 2011年6月28日

上場日 2020年3月17日（東京証券取引所マザーズ市場（現グロース市場））
証券コード： 7091

社員数 3,839 名（パート社員含む）

グループ会社
株式会社リビングプラットフォームケア
株式会社ナーサリープラットフォーム
株式会社OSプラットフォーム
株式会社アグリプラットフォーム茨城
株式会社シルバーハイツ札幌
有限会社トゥルース

株式会社チャレンジプラットフォーム
株式会社メディカルプラットフォーム
株式会社BSプラットフォーム
ブルー・ケア株式会社
有限会社 ID・アーマン

（ 2025年12月31日現在）



事業領域

㈱リビングプラットフォームは「持続可能な社会保障制度を構築する」ことを理念
に掲げ、民間企業として、全国各地に「介護」＋「障がい者支援」＋「保育」推進のための
施設及びサービスを三位一体で提供します。

49

持続可能な社会保障制度を構築する

介護 障がい者支援 保育



主な事業領域
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効率的で職員採用が有利な施設介護がメイン

介護

施設介護 在宅介護※2 

介護療養型

介護老人保健施設（老健）

特別養護老人ホーム（特養）

高齢者グループホーム

有料老人ホーム※1

その他

訪問介護

訪問看護

訪問入浴

訪問リハビリテーション

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

居宅介護支援

通所介護

その他

※1 有料老人ホームは、「特定施設（介護付き施設）」と「サ高住・住宅型」に分かれる。
   また、「サ高住・住宅型」には、訪問介護、訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、住宅介護支援の一部が含まれる。
※2 当社の在宅介護は有料老人ホームにおいて提供するため、実質的には介護施設となる。

当社の事業領域



主な事業領域
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障がい者支援

訪問

居宅介護（ホームヘルプ）

重度居宅介護

同行援護

行動援護

相談支援事業所

その他

施設

施設入所支援

日中活動

生活介護

その他

居住支援

自立生活援助

共同生活援助（グループホーム）

訓練・就労

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援A型

就労継続支援B型

就労定着支援

当社の事業領域



主な事業領域
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認可の他、病児保育を併設する企業主導型も展開

保育

市町村全体

企業主導型保育

認可保育所

幼稚園

認定こども園

施設型

小規模保育

家庭的保育

居宅訪問型保育

事業所内保育

地域型

国全体

その他

当社の事業領域



免責事項及び開示方針

本資料には、将来に関する見通し、期待、判断、計画、戦略等が含まれています。

この将来予測に基づく記載は、事業需要変動、事業開発スケジュール変動、各種制度変更、
自治体等の指導変更、関係会社の業績及びその他のリスクや不確定要素を含みます。

また、これらの記載は、将来の実績を保証するものではなく、実際の結果が、当社の現在の
期待とは実体的に異なる場合がありますのでご了承下さい。

このような違いは、多数の要素やリスクが原因となり得ますので、これらの要素やリスクに
ついては、当社の継続開示及び適時開示等の記載をご覧ください。
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お問い合わせ先

株式会社リビングプラットフォーム

コーポレートコミュニケーション室

 ir@living-platform.com
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